




る事実上及び法律上の理由を示して法令の適用関係を記載し（税通 74 の 14 ①，行手 8，











正の理由の差替えを最高裁として初めて認めた最高裁昭和 56 年 7 月 14 日第三小法廷判決
（民集 35 巻 5 号 901 頁。以下「昭和 56 年最判」という）は，ほとんど説明をしないまま
差替えを許容しており，およそ上記の期待に応えるものではない。
　昭和 56 年最判について補足する。青色申告法人である納税者（原告・被控訴人・上告人）
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れており（3），理由の差替えが許容されるのか否かに注目が集まった。
　一審・京都地裁昭和 49 年 3 月 15 日判決（行集 25 巻 3 号 142 頁）は理由の差替えを認
























　なお，平成 23年 12 月の税制改正により，課税庁が不利益処分等を行う際に理由を付記
することが原則化されたものの（税通 74条の 14 ①，行手 8，14），本稿における考察対象
の中心は，従来，理由付記を要請してきた青色申告書に係る更正の理由付記規定（所得税




（2） 最高裁昭和 36 年 12 月 1 日第二小法廷判決（集民 57 号 17 頁），最高裁昭和 42 年 9 月 12 日第三小法廷判決（集
民 88 号 387 頁）参照。最高裁昭和 50 年 6 月 12 日第一小法廷判決（訟月 21 巻 7 号 1547 頁）も参照。
（3） 最高裁昭和 38 年 5 月 31 日第二小法廷判決（民集 17 巻 4 号 617 頁）参照。
（4） 玉國文敏「判批」ジュリ昭和 56 年度重要判例解説 36 頁（1982）。
―50―






























（5） 最高裁昭和 38 年 5 月 31 日第二小法廷判決（民集 17 巻 4 号 617 頁）参照。理由付記の瑕疵の問題について，
泉絢也「理由付記の不備をめぐる事例研究」プロフェッションジャーナル 147 号以降参照。https://
profession-net.com/professionjournal/general-rule-article-72/〔令和 3年 9月 12 日最終閲覧〕。また，泉絢也「判
批」租税訴訟 9号 481 頁以下（2016），同「判批」租税訴訟 10 号 440 頁以下（2017），同「青色申告承認取
消処分に係る裁量統制手段としての理由付記―行政手続法下における判例法理の深化を企図して―」税法
578 号 3 頁以下（2017）も参照。
（6） 最高裁昭和 47 年 3 月 31 日第二小法廷判決（民集 26 巻 2 号 319 頁），最高裁昭和 47 年 12 月 5 日第三小法廷
判決（民集 26 巻 10 号 1795 頁）参照。
（7） この点に関して，松沢智『新版　租税争訟法』66 頁（中央経済社 2001），占部裕典「青色申告の理由附記と































（8） 水野忠恒「判批」判時 1330 号 197～198 頁（1990）参照。
（9） 参考として，福岡高裁平成 13 年 4 月 13 日判決（税資 250 号順号 8881）参照。篠原一幸=高須要子「処分理
由のさしかえ」民商 83 巻 3 号 391 頁（1980），久保茂樹「納税者の手続的権利と理由附記」芝池義一ほか編『租
税行政と権利保護』159 頁（ミネルヴァ書房 1995）も参照。
（10）理由の差替えと処分の同一性の議論について，高林克己「瑕疵ある行政行為の転換と処分理由の追加」曹時
21 巻 4 号 1 頁以下（1969），清野正彦「処分理由の差替えの許否」寳金敏明編『現代裁判法大系 29　租税訴訟』
85 頁（新日本法規出版 1999），早坂禧子「行政処分の同一性論試論」桐蔭 5巻 2号 115 頁以下（1999），阿










































（13）金子宏『租税法〔第 23 版〕』1075 頁（弘文堂 2019）参照。
（14）例えば，最高裁昭和 49 年 4 月 18 日第一小法廷判決（訟月 20 巻 11 号 175 頁），最高裁平成 4年 2月 18 日第










































税処分に係る理由の差替えの可否」税務事例研究 178 号 36 頁（2020）参照。差替えの類型の参考として，
近藤雅人「課税処分取消訴訟における処分理由の差替え」税法 542 号 57 頁以下（1999）も参照。
―54―






























（22）課税処分取消訴訟においてこの点が争われた参考となる裁判例として，例えば，前橋地裁昭和 63 年 3 月 24





（25）この辺りの考察を進めるに当たって，参考になると思われる裁判例として，東京地裁平成 15 年 7 月 17 日判
決（判時 1871 号 25 頁）及び控訴審・東京高裁平成 18 年 4 月 12 日判決（税資 256 号順号 10365）参照。


















との関係をどのように考えるか，実質的に再調査を制限する規定（税通 74 の 11 ⑥）や青
色申告以外に係る更正等との関係をどのように理解するか，両規定の内容からなぜ付記理
由について特別の意味を与えるという趣旨が導かれるのか不分明ではないか，など検討す

















曹時 66 巻 5 号 1106 頁（2014），藤谷・前掲注（7）389 頁参照。
（28）塩野宏『行政法Ⅱ〔第 6版〕』187 頁（有斐閣 2019）の脚注（1）参照。大貫裕之「行政訴訟の審判の対象と
判決の効力」磯部力ほか編『行政法の新構想Ⅲ　行政救済法』156 頁（有斐閣 2008），大田直史「理由付記・
提示と理由の追加・差替え」曽和俊文ほか編『行政法理論の探求』153 頁以下（有斐閣 2016），宇賀克也『行
政法概説Ⅱ　行政救済法〔第 7版〕』269 頁（有斐閣 2021）も参照。この辺りの議論について，阿部・前掲
注（10）13 頁も参照。
―56―



















　この点に関する裁判所の判断をいくつかみておこう。大分地裁昭和 60 年 4 月 24 日判決












（29）最高裁昭和 38 年 5 月 31 日第二小法廷判決（民集 17 巻 4 号 617 頁），最高裁昭和 47 年 3 月 31 日第二小法廷





三ケ月章監修『新・実務民事訴訟講座 9』270 頁（日本評論社 1983），同「租税訴訟の訴訟物（審判の対象）」


































84 条 4 項，5項，101 条 1 項），白色申告に対する更正処分の取消訴訟においては，異議
決定等に附記された理由に拘束されず，理由の差替えが許されるものと解されているとこ
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ある（最高裁昭和 52 年（行ツ）第 62 号同 56 年 7 月 14 日第三小法廷判決・民集 35 巻 5
号 901 頁参照）。〔下線筆者〕」
　上記判示のうち白色申告との均衡に係る部分は，行政手続法の理由の提示規定（行手 8，






























（32）名古屋高裁昭和 56 年 9 月 30 日判決（訟月 27 巻 12 号 2372 頁），宇都宮地裁平成 4年 2月 12 日判決（税資
188 号 270 頁）及び控訴審・東京高裁平成 4年 10 月 29 日判決（税資 193 号 375 頁），大阪高裁平成 14 年 6
月 14 日判決（訟月 49 巻 6 号 1843 頁），横浜地裁平成 16 年 2 月 4 日判決（税資 254 号順号 954），福岡地裁












するものとまではいえない。」と判示している（控訴審・東京高裁平成 30 年 8 月 29 日判決・























569 号 273 頁（2013）は，「理由附記制度の一般化」を含む法改正が「理由の差替えの可能論」に致命的打撃
を与え，「理由の差替え不可論」が解釈論として確立すべきであるとの見解は，現在私見であるが今後勢い
を増すものと確信すると述べる。
（34）例えば，最高裁平成 11 年 11 月 19 日第二小法廷判決（民集 53 巻 8 号 1862 頁）参照。
（35）各裁判例の検討において示されている法令等は当時のものである。
―60―
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判例と原則差替禁止の立場を示す裁判例の検討を行う。
2　原則差替容認の裁判例







した所得税法 155 条 2 項の趣旨に照らし許されないと主張した。




















































　課税庁は，更正通知書において，本件加算金が所得税法 45 条 1 項 6 号の過料に該当す
ることから必要経費に算入できない旨の記載をしていたが，訴訟において，本件加算金が
同項 7号，同法施行令 98 条の 2にいう故意又は重大な過失によって他人の権利を侵害し
たことによる損害賠償金又はそれに類するものに該当することを理由に，必要経費に算入
できない旨主張した。このため，理由の差替えの可否が争いとなった。




えるものではなく，また，所得税法 155 条 2 項の趣旨を没却することにもならないとして，
理由の差替えを認めた。
　「本件加算金は所得税法 45 条 1 項 6 号の過料に該当するとしていたものを，被告が，本
件訴訟において，同項 7号，同法施行令 98 条の 2にいう故意又は重大な過失によって他
―62―







所得税法 155 条 2 項の趣旨を没却することにもならないというべきである（最高裁昭和
52 年（行ツ）第 62 号同 56 年 7 月 14 日第三小法廷判決・民集 35 巻 5 号 901 頁参照）。」
　本件では，処分の根拠となる法令の変更が行われたが，基本的な事実関係について追加
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　上記東京地裁平成 22 年判決とほぼ同様の理論構成を採用することで，原則差替禁止の
立場を明らかにしつつも，基本的な課税要件事実の同一性を認めて，理由の差替えを許容










































































（38）同様の裁判例として，東京地裁昭和 55 年 9 月 29 日判決（行集 31 巻 9 号 2024 頁）参照。
―66―











































































 （2021.9.20 受稿，2021.11.4 受理）
―68―








を要請する規定（憲 30，84），又は青色申告書に係る更正の理由付記規定（所得税 155 ②，
法人税 130 ②）をその主たる候補として挙げることができる。もっとも，理由付記規定を
もって理由の差替えを禁ずる直接的根拠とすることには一定の困難があり，処分適正化と
不服申立便宜という理由付記規定の趣旨に反するため，理由の差替えが禁じられる又は課
税庁における訴訟上の主張は制限される，というような説明をすることが穏当である。納
税者の権利保護や手続的保障の見地を強調するとしても，課税庁に対して理由付記に記載
していなかった事実や証拠等を追加で主張ないし提出することを全面的に禁ずるような強
い制限を加えることは難しい。
―69―
泉　絢也：租税訴訟において処分理由の差替えが認められない根拠
